




 





 

Ⅰ ごみ編
第１部　計画改定の趣旨
１　計画の改定にあたって	
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２　現状及び課題	
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第２部　計画

１　計画のフレーム	
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２　テーマ及び基本方針	 	
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３ 計画の目標                                                           

数値目標については，ごみの発生抑制やリサイクルを推進することによって，焼却処理

量や埋立処分量の削減と，ごみ処理にかかるコストを縮減するため，ごみの削減量を目標

とするとともに，排出されたごみについてはできる限り資源として活用することにより，

資源の有効利用を図るため，ごみのリサイクル率※1の向上を目標とする。 

また，計画の進捗状況を多面的に把握するための取組指標を設定する。 

(1) 数値目標  

本計画の数値目標として，ごみ処理量を平成 21 年度の約 58 万トンから約 11 万トン削

減し，平成 37 年度には約 47 万トン以下となることを目指す。 

また，ごみのリサイクル率は平成 21 年度の 28％※2から 10 ポイント向上させ，平成 37

年度には 38％以上となることを目指す。【資料編 P29～P36 参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表９ ごみ発生量の見通し 

      

※ 数値は 100 トン未満を四捨五入したため，ごみ発生量とその内訳の合計とは一致しない場合がある。 

※1 ごみのリサイクル率：リサイクル量を，ごみ処理量とリサイクル量の合計で除した割合 
※2 第４次計画のごみのリサイクル率：第３次計画で把握していた項目に加え，新たに小規模事業者等の古紙回収   
※2 量を把握し，追加したため，平成 21 年度のリサイクル率が 22.5％から 28.4％となった。 
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● ごみ削減量〔１１万トン削減〕 ※ １万トン未満の端数は，四捨五入処理している。

平成 21 年度の 58 万トンから平成 37 年度は 47 万トンへ 

            年 度

項 目 

21 

（基準） 

27 

（第 1 次中間）

32 

（第 2 次中間） 

37 

目標 

ごみ削減量   （単位：万トン）  ▲ 6 ▲ 8 ▲11

ごみ処理量   （単位：万トン） 58 52 50 47

● ごみのリサイクル率〔１０ポイント向上〕※ 小数点以下の端数は，四捨五入処理している。

平成 21 年度の 28％から平成 37 年度の 38％へ

年 度

項 目 

21 

（基準） 

27 

（第 1 次中間）

32 

（第 2 次中間） 

37 

目標 

ごみのリサイクル率 （単位：％） 28 32 34 38

向上度    （単位：ポイント）  4 6 10

３　計画の目標	
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(2) 取組指標  

ごみ減量に向けた３Ｒの取組状況及びごみの適正処理の取組状況について，多面的に

把握し，これを施策に反映させるため，次の６つの取組指標を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜循環型社会づくりの推進に関する取組指標＞【資料編 P36 参照】 

● 指標① ３Ｒ率〔３Ｒのさらなる推進〕 

市が処理するごみの量であるごみ処理量の削減及び資源化の促進のみならず，発生する

ごみ量全体もできる限り削減することとし，２Ｒ（リデュース・リユース）の取組みの成

果を把握するため，３Ｒ率の推移を把握していく。 

○ ３Ｒ率：３Ｒ量※÷（ごみ処理量＋３Ｒ量※）で算定 
       ※ ３Ｒ量：発生抑制・再使用量とリサイクル量との合計量 

● 指標② ３Ｒ実践度〔３Ｒのさらなる推進〕 

市民のごみ減量・リサイクルへの関心度や３Ｒの実践項目などについて定期的に調査を

行って把握することとし，ごみ減量・リサイクルへの関心，３Ｒの認知及び実践がすべて

の市民に広まっていくよう努めていく（平成 18 年度～平成 21 年度に市民意識調査実施）。

○ ごみ減量・リサイクルへの関心 

○ リデュース・リユースの認知度の向上 

○ ３Ｒの実践項目（項目ごと（例：レジ袋辞退率）の実践率の向上） 

○ 市民 1 人 1 日あたりの家庭ごみ排出量 

 

＜適正処理の推進に関する取組指標＞【資料編 P37 参照】 

● 指標③ 有害廃棄物分別の実践度〔環境負荷を低減〕 

埋立場をはじめ，ごみ処理施設への有害物質による負荷を軽減することにより，ごみ処

理コストの縮減や施設の延命化による環境への負荷を低減するため，排出者である市民・

事業者が蛍光灯や乾電池などの有害廃棄物の分別に取り組んだ品目や頻度などについて

定期的に意識調査し，すべての市民が回収拠点へ持参するよう周知・啓発に努めていく。

● 指標④ 家庭ごみの容積〔45 ㍑から 30 ㍑へ〕 

市民が手軽にできるごみ容積の減容化について，家庭ごみの可燃ごみ袋の大きさ別販売

実績を基に把握していく。 

● 指標⑤ 埋立処分量〔埋立場の延命化〕 

埋立場の延命化は安定的なごみ処理体制を確保する上で重要な要素であることから，埋

立処分量や残余容量について定期的に把握し，埋立処分量の削減に努めていく。 

 

＜持続可能な社会の実現に向けた取組指標＞【資料編 P38(8)参照】 

● 指標⑥ 温室効果ガス排出量〔地球温暖化防止への配慮〕 

循環型社会構築の取組みにおいても，レジ袋の削減，廃棄物発電や節電などごみ処理の

効率化により温室効果ガスの削減に寄与できるため，焼却による二酸化炭素（ＣＯ２）排

出量や関連の取組状況を把握し，「低炭素社会」づくりへも配慮していく。 

○ 廃プラスチック等の焼却によるＣＯ２排出量 

○ 廃棄物発電によるＣＯ２削減量 

○ レジ袋削減によるＣＯ２削減量 

 

 
※ 指標の数値については，市民に身近な指標に換算したものと合わせて公表していく。 
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４ 計画を推進するための柱                         

目標達成に向け「４つの柱」を連携させた施策を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ごみの発生抑制・再使用・再生利用の推進のための方策に関する事項      

ごみの排出を抑制し，循環的利用を推進するためには，市民・事業者・行政が適切な役

割分担のもとで，それぞれが計画を推進するための柱に沿って，積極的な取組みを図るこ

とが重要である。 

(1) 市民・事業者の自主的・自発的な取組みの促進  

①  市民の自主的・自発的な取組みの促進 

あらゆる場面で，市民が自主的・自発的に，３Ｒの優先順位に基づく，２Ｒ(リデュ

ース，リユース)に重点をおいた取組みの強化を図るため，好事例の紹介による啓発や

取り組む機会の充実を図る。 

リデュース：省包装商品の選択，マイバッグの持参，買い過ぎない計画的な消費，

作り過ぎをしないなど食品廃棄の削減，生活用品の長期使用など 

リ ユ ー ス：繰り返し使うことのできる製品の利用，フリーマーケットや３Ｒステ

ーションなどでの衣類等の不用品交換など 

リサイクル：古紙等の資源物回収の活用など 

＜４つの柱＞ 

(1) 市民・事業者の自主的・自発的な取組みの促進  

ごみ減量・リサイクルの推進に向け，市民・事業者が自ら考え，実践する取組

みを促進する。 

(2) ３Ｒの基盤整備  

  資源化ルートの拡充や事業者ネットワークの構築，新たな支援の仕組みづくり

など，市民・事業者の自主的なごみ減量・リサイクルの取組みにつなげる基盤の

整備を推進する。 

(3) 経済的手法の活用  

  ごみ処理に係る市民・事業者の負担の公平性の確保を図るとともに，さらなる

ごみ減量・リサイクルを推進するため，ごみ処理手数料など経済的手法を活用す

る。 

(4) 人づくり  

ごみ減量・リサイクルに取り組む市民・事業者のリーダーなど人材の育成に向

けた環境教育・学習機会の提供や実践につながる情報発信を行う。 

＜４つの柱の連携イメージ＞ 

 

行政による支援 

(3) 経済的手法の活用
集団回収報奨・ 

基金制度など 

(4) 人づくり 
情報提供・ 

表彰など 

(2) ３Ｒの基盤整備 
リサイクルルート整備・ 

回収拠点整備など 

(1) 市民・事業者の自主的・自発的な取組みの促進 

４　計画を推進するための柱	

５　ごみの発生抑制・再使用・再生利用の推進のための方策に関する事項	
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② 事業者の自主的・自発的な取組みの促進 

製造段階での省資源化や再使用・再生利用しやすい製品づくりなど，流通段階にお

ける商品の納入形態の見直し，省包装の実施など，製造・流通・販売といった事業活

動の各段階で，その製品等が廃棄物になった場合の，排出抑制，適正な循環的利用の

円滑な実施に向けて，啓発・指導，要望などにより事業者の取組みの促進を図る。 

③ 環境に配慮した製品等の利用促進 

環境負荷の小さな製品・サービスの優先的な利用を促進するため，市は率先してグ

リーン購入※1を行うとともに，市民・事業者への普及促進を図る。 

④ 不法投棄対策 

頻繁に不法投棄される場所のパトロールやカメラによる監視，地域住民団体の不法

投棄防止活動に対する支援，広報啓発を継続するとともに，市民・警察との連携を図

り，不法投棄のさらなる防止に努める。 

(2) ３Ｒの基盤整備  

① 資源物回収拠点整備の継続 

地域での資源物回収の拠点となる紙リサイクルボックス，校区紙リサイクルステー

ション及び民間協力店等の整備・拡充を進める。 

②  有害物削減，資源循環に向けた新たな分別 

蛍光灯・乾電池などの有害廃棄物については，安全・安心の確保に向けた適正処理

を行う市の施設への負荷を軽減していくため，販売店等による自主回収を含め再資源

化などを促進する。 

また，レアメタル等については，国の経済政策や資源循環に関する法整備の状況を

踏まえながら，民間事業者等と連携した資源循環システムの構築を促進する。 

③  事業系ごみに係る新たな仕組み 

ごみの組成の中で大きな割合を占め，さらなる資源化の余地が残されている食品廃

棄物などについては，市域内外のリサイクル施設の活用など循環型社会ビジネスの振

興を図りながら，排出事業者，資源化事業者の自主的・主体的な資源化の取組みを支

援・促進する。 

④  事業系古紙回収の推進 

関係業界団体の協力のもと実施している「事業系古紙回収推進事業」に加え，ごみ

収集ルートを活用した古紙回収や古紙回収業者の活用を促進する。 

⑤  一般廃棄物排出事業者に対する減量化指導の徹底 

一定の延べ床面積※2を超える事業用建築物の所有者等については，引き続きごみ減

量に関する計画書の提出などを求め，排出事業者等に対する減量化指導を行う。 

また，自己搬入ごみ事前受付センター業務との連携により，排出事業者の指導を推

進する。 

⑥  高齢社会へ配慮した施策の推進 

今後，高齢化の進展に伴い，医療機関や介護・福祉施設等から多量に排出されるこ

とが見込まれる紙おむつについては，民間事業者による資源化の取組みの支援など，

資源化を促進する。あわせて，在宅医療廃棄物のうち注射針など自治体での処理が難

しいものについては，医療機関など関係機関の協力を得ながら，安全な方法での回収

を促進する。 

また，高齢者や障がい者のごみ出しに配慮した施策やごみ減量・リサイクルの取組

みへの支援の促進を図る。 

※1 グリーン購入：製品やサービスを購入する際に，その必要性を十分に考慮し，購入が必要な場合には，でき 
※1 る限り環境への負荷が少ないものを優先的に購入すること。 
※2 一定の延べ床面積：P４ の注釈※３を参照 
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⑦  地域循環圏における資源循環 

地域循環圏※1の視点から，市域内の既存のリサイクル施設を活用するだけでなく，

市域を越えた広域でのリサイクルルートを含め，廃棄物の種類や資源化の状況を踏ま

えた適切な圏域での資源循環システムの構築を推進する。また，地産地消の視点を加

味した循環利用の促進を図る。 

(3) 経済的手法の活用  

①  ごみ減量・リサイクルの推進に向けた基金 

家庭ごみの有料化を契機として創設した「環境市民ファンド」については，対象と

なる事業の選定方法や評価など，運用のあり方を見直す。 

また，「事業系ごみ資源化推進ファンド」を活用し，事業者間の連携に向けた資源化

情報ネットワークの構築や排出事業者の資源化への取組み，事業系ごみの資源化に係

る実証研究・事業化の取組みを支援することにより，事業系ごみの資源化によるごみ

減量の取組みを促進する。 

②  家庭ごみの有料制と報奨制度 

ごみの排出者としての役割を明確にするとともに，負担の公平性を確保し，一人ひ

とりがごみ減量・リサイクルの行動を起こすきっかけをつくるために導入した家庭ご

みの有料制を継続するとともに，これを契機として創設した「環境市民ファンド」を

活用して，地域集団回収等報奨制度による資源物回収の支援を継続する。 

③  事業系ごみの処理手数料制度 

事業系ごみの処理手数料については，中小零細事業者の負担軽減や許可業者の効率

的・計画的な処理の観点から設けている減免制度の段階的な廃止など必要な見直しを

行い，排出者の自己処理責任の明確化，負担の公平性の確保及びごみ減量・リサイク

ルへの誘導を図る。 

(4) 人づくり  

①  環境教育・学習機会の提供 

ごみ減量・リサイクルに関する市民・事業者の意識は向上しているが，循環型社会

の構築に向けたライフスタイル・ビジネススタイルを循環型に転換する必要がある。 

このため，出前講座や地域・事業者が３Ｒに取り組む際の中心的役割を担うリーダ

ー養成講座等を実施するとともに，３Ｒステーション※2等の啓発施設を活用した総合

的な環境教育・学習の機会を提供する。 

②  表彰・認定制度 

個人や事業者などの優秀な取組みについて，福岡市環境行動賞において表彰を行い

その浸透を図るとともに，優良な資源化事業者の認定制度などにより，３Ｒの取組み

の拡大を図る。 

③  ごみの分別等に関する啓発・指導 

各家庭に対しては，古紙など資源物の地域集団回収や回収拠点等の活用を促すとと 

もに，ごみを定期収集に出す際の生ごみの水切りや適正な分別・排出を徹底する等の 

啓発に努める。また，事業所に対しては，資源化・適正処理に向けた指導や支援を行うと

ともに，分別区分に定めた分別が徹底されるよう啓発に努める。 

④  情報発信 

ごみ減量・リサイクルを推進するために必要な情報・知識や簡単に取り組むことが

できる２Ｒ（リデュース・リユース）の具体的な事例などを，市民・事業者に幅広く

普及・啓発するため，市政だよりやホームページなどの媒体や啓発施設を活用する。 

また，若年層か高齢者層か，市民か事業者かなど対象者の特性に合わせ，適した内

容の情報発信を行う。 

※1 地域循環圏：P８の注釈※３を参照 

３Ｒステーション：資料編 P40 参照
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６ ごみの分別収集と資源物の回収

(1) 戸別収集

ごみの分別収集については，ごみを夜間に戸別収集していることを踏まえ，かつ，市 

民に分かりやすく，取り組みやすい分別とするため，家庭ごみについては４分別により 

収集した後，東部及び西部の資源化センターで「燃えないごみ」から鉄・アルミを選別 

するとともに，「空きびん・ペットボトル」は選別処理施設でペットボトルと空きびん(無 

色・茶色・その他)の４種類に選別し，最終的に９つの区分で処理するものとする。   

また，事業系ごみについては３分別により収集するものとする。 

なお，ごみとして分別収集するものの種類と区分は，コストと環境負荷の観点を含め， 

再生技術の確立，再生品の需要や市場性，資源物回収ルートや施設の整備状況，減量効 

果の程度などを総合的に勘案して決定するものとし，当分の間，次のとおりとする。 

(2) 地域集団回収・拠点回収

地域集団回収や地域の回収拠点（主に古紙），スーパーマーケットなどの民間協力店において

資源物を回収し資源化を促進するとともに，民間事業者と連携して使用済小型電子機器の回収

に取り組み，レアメタルなどの資源循環を促進する。 

また，区役所等９か所の公共施設において 10 区分の資源物を回収する。 

 

そのほか，事業系ごみのうち，樹木・せん定枝や市庁舎などから排出される空きびん

やペットボトルなどは資源化を行う。 

７ ごみの適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項

(1) 収集運搬計画

収集運搬時の環境負荷について十分配慮し，ごみの収集運搬を効率的に行う。また，

資源物の適正な分別を誘導する。 

燃えるごみ，燃えないごみ，鉄， 

アルミ，無色びん，茶色びん，

その他のびん，ペットボトル，粗大ごみ

９

区

分

ごみとして 

出す場合 

資源物とし 

て出す場合 

燃えるごみ， 

燃えないごみ，粗大ごみ※

空きびん・ペットボトル 

４

分

別

新聞，段ボール，雑紙，空き缶※，空きびん※，

ペットボトル※，紙パック，食品トレイ(白色)，

蛍光灯，たい肥（※の３区分は，家庭ごみの 

処理区分と重複するもの） 

家庭 

工場の中で 

区役所等９か所の公共施設 

戸別収集（夜間） 

家庭から排出されるごみと資源物の出し方 

区

分

地域集団回収 

紙リサイクルボックス 

校区紙リサイクルステーション 

民間協力店，新聞社回収等 

※ 粗大ごみは昼間収集

６　ごみの分別収集と資源物の回収	

７　ごみの適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項	
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区  分 内  容 

家庭 

ごみ 

燃えるごみ 家庭から排出される台所ごみ，プラスチック類，皮革類などのごみ 

燃えないごみ 家庭から排出される金属類，ガラス類，陶器類などのごみ 

粗大ごみ 
家庭から排出される家具や家電製品などの大型ごみ（ただし，エアコン， 
テレビ，冷蔵庫・冷凍庫，洗濯機・衣類乾燥機，パソコンを除く。）

空きびん・ 

ペットボトル 
家庭から排出される飲料・酒類・調味料などのガラスびんと飲料・酒
類・しょうゆ用などのペットボトル 

事業系 

ごみ 

燃えるごみ 会社・商店などの事業所から出される燃えるごみ 

燃えないごみ 会社・商店などの事業所から出される燃えないごみ 

古紙 会社・商店などの事業所から出される再生可能な古紙 

公共系 

ごみ 

燃えるごみ 道路清掃，河川清掃などのごみや不法投棄ごみのうち燃えるごみ 

燃えないごみ 道路清掃，河川清掃などのごみや不法投棄ごみのうち燃えないごみ 

※ 事業系ごみの古紙の分別は，令和２年度中に開始する。 



 

① 収集運搬の区分及び体制

福岡市が整備する収集運搬の区分と体制は次のとおりとする。

なお，収集運搬業者への指導や作業体制・器材等の工夫・見直しなどにより，効率

的な収集運搬体制を確保する。 

福岡市の各施設においては，ごみを安定的・計画的・経済的に処理するため，十分な

保守点検期間の確保など処理能力を維持する対策を講じ，適切に運転・管理していくと

ともに，環境マネジメントシステム※の構築等により環境にも配慮していく。また，民間

施設を活用した再生利用の推進を図る。 

① 中間処理の体制

収集効率を考慮するとともに，事故や故障，風水害等の災害による緊急事態を想定

した安定的な中間処理体制を確保することを基本とし，当分の間，東部，西部，南部，

臨海の４清掃工場体制と東部，西部の２資源化センター体制で対応する。 

ただし，南部工場については平成 27 年度をもって廃止し，平成 28 年度以降，福岡

都市圏南部環境事業組合が整備する新南部工場（仮称）に移行する。 

ア 再生処理

(ｱ) 市の直営及び委託による再生処理

燃えないごみ・粗大ごみについては，東西の資源化センターにおいて，可燃物，

不燃物，鉄及びアルミの４種類に破砕選別，可燃物については焼却処理，不燃物

については埋立処分し，鉄，アルミ及びその他の有価物については再資源化業者

への売却を行う。 

空きびん・ペットボトルについては，市が委託した民間施設において，ペット

ボトル，無色びん，茶色びん及びその他のびんの４種類に選別し，それぞれ再生

利用を図る。 

また，再使用可能な粗大ごみについては，３Ｒステーションで市民に提供する

ことにより，再使用する事業も行っていく。 

(ｲ) 民間施設を活用した再生処理

せん定枝・廃木材等については，土壌改良材や合板材への利用，民間施設の活

用を含め再生利用を図る。 

食品廃棄物については，民間施設を活用し，飼料原料などへの再生利用を推進

する。 

イ 焼却処理

廃棄物処理法に基づき，環境保全に合致する処理を行うため，再生処理できるも

の以外の燃えるごみについては焼却処理を基本とする。 

※
環境マネジメントシステム（ＥＭＳ - Environmental Management System）：組織や事業者が，その運営や経営

の中で自主的に環境保全に関する取組みを進めるにあたり，環境に関する方針や目標を自ら設定し，これらの

達成に向けて取り組んでいくための体制・手続き等の仕組み
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※ 事業系ごみのうち，資源として排出される樹木・せん定枝は自己搬入又は許可業者による戸別

収集を行い，市庁舎などから排出される空きびんやペットボトルなどは市の直営により収集する。 

(2) 中間処理計画（再生利用を含む） 【資料編 P39，P40 参照】 

区  分 排出方法 収集回数 収集方法 

家庭 

ごみ 

燃えるごみ 指定袋 週２回 

市の委託による戸別収

集又は自己搬入 

燃えないごみ 指定袋 月１回 

粗大ごみ 電話申込み 申込みの都度 

空きびん・ペットボトル 指定袋 月１回 

事業系

ごみ 

燃えるごみ 中身が見える袋 

自己搬入又は許可業者

による戸別収集 
燃えないごみ 中身が見える袋 

古紙 
収集運搬業者が指定

する方法 

公共系

ごみ 

燃えるごみ
必要に応じて 市の直営又は委託 

燃えないごみ



 

また，再生可能エネルギーの一つとして，既に取り組んでいる廃棄物発電につい

ては，さらに高効率化を図り，より効果的にエネルギー資源としての熱回収を進め

て行く。 

② 適切な運転・整備 

ごみを適切に受け入れ，環境に配慮した運転管理に努めるとともに，定期的に点検・

整備を行うことにより，安定的・計画的なごみ処理を行う。 

また，処理能力の維持対策などにより，施設の機能低下を抑える。 

(3) 埋立処分計画 【資料編 P40 参照】 

埋立場については，周辺環境に十分配慮しながら適正に維持管理する。 

① 埋立処分の体制 

収集運搬の効率化や，地震や風水害等の災害による緊急事態へ対処するため，東西

２か所の体制を確保するとともに，福岡都市圏南部地区については，平成 28 年度から

稼働する新南部工場（仮称）の焼却残さを受け入れる埋立場を確保する。 

② 適切な維持・整備 

搬入物の適正搬入を推進し，定期的に施設の点検・整備を行うことによって，適切

な維持管理に努めるとともに，搬入物の資源化に努め，埋立場の延命化を図る。 

③ 跡地利用 

埋立場跡地については，安全性が確保された結果として，既に農地や福祉施設等と

して有効に活用しているところであり，引き続き環境との調和を図りながら有効活用

を進めていく。 

 

８ ごみ処理施設の整備に関する事項                      

ごみ処理施設※の整備に関する基本方針は次のとおりである。 

(1) 計画的な整備  

ごみの長期的かつ安定的な適正処理を確保するため，中間目標年次など，この計画の

進捗を確認する時点におけるごみ量や資源化の状況を踏まえて，必要な見直しを行い，

計画的な整備を行う。 

また，ごみ処理施設における資源や熱エネルギー等を積極的に回収し，ごみ処理シス

テムの最適化に努める。 

(2) アセットマネジメントを活用した既存施設の効率的運用  

ごみ処理施設は，老朽化に伴い，維持管理や更新費用が増大することが見込まれる中，

大規模修繕時における省エネルギー化やより効率的な発電などの機能向上が求められる

ことが考えられるため，コスト縮減を図りつつ，既存施設の延命化など効率的な運用を

図る。 

(3) 埋立場の確保  

既存施設の効率的な運用を図るとともに，埋立場の残余容量を考慮し，安定的な埋立

場の確保に努める。 

(4) 施設の配置バランスと規模の適正化  

ごみ処理施設については，配置バランスと適正規模を考慮するとともに，ごみの減量

や資源化を進める中で必要となる機能を集約した拠点として整備を図る。 

 

 

※ ごみ処理施設：焼却処理を行う焼却処理施設や埋立場など，ごみを適正処理するための施設 

（資料編 P39,P40 参照）  

８　ごみ処理施設の整備に関する事項	
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９ 新たな仕組みの検討                           

ごみ減量・リサイクルの推進に向けた新たな仕組みについて，平成 27 年度の中間目標年

次を目途に，コストや環境負荷，再生技術，再生品の需要や市場性，施設やリサイクルル

ートの実現性，資源物回収ルートや施設の整備状況，減量効果の程度など，総合的観点か

ら以下の項目を中心に実現可能性を検討する。 

(1) 収集運搬における検討  

① 高齢者，障がい者の居宅からのごみ・資源物の持ち出し・収集システム 

(2) 施設における検討  

① 焼却処理施設から得られる排熱を十分に活用する効率的なシステム 

② 焼却灰に含まれる資源の回収や焼却灰の再資源化 

(3) 処理システムにおける検討  

① 容器包装廃棄物などのリサイクルシステム 

② 紙おむつや在宅医療廃棄物などのリサイクルシステム 

③ 鉄・アルミ以外の希少資源の回収システム 

④ 食品廃棄物などをバイオマスエネルギーシステムへ活用する仕組み 

⑤ ＬＣＡ(ライフサイクルアセスメント※ の視点を加味したごみ処理システムの評価手法 

10 その他，ごみ処理に関し必要な事項                     

(1) 広域連携  

福岡市の施設能力を勘案し，近隣市町村との相互協力・連携の観点から，委託契約に

基づく搬入受託や相互協定により，自治体間相互の適正なごみ処理体制を確保する。 

また，福岡都市圏 17 市町で構成する福岡都市圏環境行政推進協議会において，相互連

携を図り，効率的・効果的な環境行政を進めるとともに，周辺市町とともに循環型社会

の形成に貢献する。   

(2) 災害対策  

地震や風水害等自然災害の発生により，一時的に大量発生したごみの処理については，

上記協定や福岡市の地域防災計画，震災廃棄物処理計画及び各種業務マニュアルに基づ

き，迅速かつ適切に対応する。 

(3) 国際貢献  

福岡市の効率的な廃棄物処理システム（排出者の負担が少ない４分別収集方式・効率

的な夜間戸別収集・廃棄物発電・「福岡方式」の準好気性埋立技術）はアジアをはじめ，

海外においても有効な廃棄物処理システムのモデルとなり得るものである。 

引き続き，国際協力機構（ＪＩＣＡ）などを通して，アジア太平洋地域を中心に研修

生を受け入れ，知識や技術の習得を支援するとともに，埋立技術等の提供や埋立技術以

外の福岡市の効率的な廃棄物処理システムについて，ノウハウ等の提供を行う。 

(4) 技術の承継  

人材の高齢化に伴い，廃棄物処理・リサイクルの場面においてもこれまで培われてき

た技術の承継が課題となっている。このため，指導能力を備える高齢者の活用と技術の

承継の仕組みづくりを推進する。  

(5) 産業廃棄物対策  

産業廃棄物の再利用・再資源化の推進を図るとともに，これらに関する情報提供や排

出事業者及び処理業者への立入指導を継続的に行い，適正処理の徹底を図る。 

ＬＣＡ（Life Cycle Assessment）：製品やサービスについて，原料の調達から製造，流通，使用，廃棄，リサ

イクルに至るライフサイクル全体を対象として捉え，製品等に投入される資源，エネルギー，排出物を定量的

に把握し，排出物等による地球温暖化等の環境影響や資源枯渇等への影響を客観的に定量化し，環境改善等に

向けた意思決定を支援する科学的･客観的根拠を与える手法 

９　新たな仕組みの検討	

10　その他，ごみ処理に関し必要な事項	
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第３部 計画の推進 
 

１ 進行管理組織                               

本計画に定めた施策の着実な推進と目標達成に向けて，施策の進捗状況や目標達成度の

的確な把握と評価を行い，その結果を計画の見直しにつなげる必要がある。 

そのため，専門家を含めた進行管理組織により，収集運搬から最終処分に至るまでのご

み処理システム全体について，コスト面，技術面，環境負荷の観点からの総合的な助言等

を踏まえ，ごみ処理に関する施策の決定やごみ処理システムの最適化を図る。 

 

 

２ 数値目標と取組指標による進行管理と進捗状況等の公表            

本計画の実施にあたっては，具体的な行動プランに基づき取り組むとともに，数値目標

と取組指標により進行管理を行う。 

特に，平成 27 年度及び平成 32 年度の中間目標年次においては，ＰＤＣＡサイクル※を踏

まえ計画・施策の進捗状況の把握や検証・見直しを行う。 

また，進捗状況については，数値目標の達成度とあわせて，若年層か高齢者層か，市民

か事業者かなど対象者の特性に合わせた情報を効果的な手段で提供することにより，市民

及び事業者の意識向上とごみ減量・リサイクルの行動を促進する。 

 

 

図表 10 本計画におけるＰＤＣＡサイクル※ 

 

 

 

 

 

 

           助言 

 

 

 評価 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

ＰＤＣＡサイクル：事業活動における生産管理や計画の進行管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ 

Ｐ（Plan 計画），Ｄ（Do 実行），Ｃ（Check 評価），Ａ（Action 改善） 

Ｐｌａｎ 

計画・施策の決定 

Ｄｏ 

事業の実施

Ｃｈｅｃｋ 

計画・施策の評価

Ａｃｔｉｏｎ 

計画・施策の見直し

・施策のＰＲ 

・進捗の公表 

計画の検証・見直し 

（中間目標年次） 

専門家を含めた

進行管理組織 

第３部　計画の推進

１　進行管理組織	

２　数値目標と取組指標による進行管理と進捗状況等の公表	
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Ⅱ し尿編

第１部　生活排水処理の基本方針

第２部　生活排水処理計画

１　し尿（くみ取りを要するもの）及び浄化槽汚泥の処理	

２　し尿（くみ取りを要するものを除く）及び生活排水の処理	

３　市外からのし尿及び浄化槽汚泥の受入れ	

４　し尿処理施設（中継施設）の概要	
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Ⅲ 資料編

第１部　福岡市の概況

１　人口動態	
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２　福岡市の産業特性と事業系ごみ比率	
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第２部　ごみ処理等の状況
１　福岡市のごみ処理の状況	
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２　３Ｒの取組状況	
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第３部　ごみ処理量の将来推計等

１　人口の将来予測	
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２　ごみ処理量の将来推計	

30



 31



 32



 

数値は1
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３　ごみのリサイクル率	
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　　年　　度

　　　項　　目　　
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４　取組指標に関する状況	
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〈ごみ減量による二酸化炭素削減のイメージ〉
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第４部　ごみ処理施設
１　中間処理施設	
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２　最終処分場（埋立場）	

３　啓発施設	
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４　環境局施設配置図	
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第５部　第３次計画の評価

１　評価の概要	
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２　施策の進捗状況	
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新循環のまち・ふくおか基本計画 
（第４次福岡市一般廃棄物処理基本計画） 

平成２３年１２月 
令和元年７月一部改定 

福岡市環境局循環型社会推進部計画課 
 

〒810-8620 福岡市中央区天神１丁目８－１ 
ＴＥＬ：０９２－７１１－４３０８ 
ＦＡＸ：０９２－７３３－５９０７ 

環境局ホームページ：http://www.city.fukuoka.lg.jp/kankyo/ 
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